


 

 

 

                        JaSPCAN 高知大会リポート  
 

日本子ども虐待防止学会高知りょうま大会は昨年 7日・8日、高知市で開催されました。四国では初めての

大会でしたが、参加者は 2000 人を超え、大成功でした。テーマは「いのちの重さをみつめて」～地域で支え

る親子の絆～。大会長の谷脇和仁弁護士は「起きてしまった虐待への対応や、限られた人員による支援だけ

では、これだけ多くの子どもたちに『生まれてきてよかった』と感じる瞬間や人生を保証することは困難で

す。そんな思いから『虐待予備軍』と子どもと親を支える『地域の力』を柱にプログラムを構成しました。」

とテーマの趣旨を語りました。多くのプログラムの中から、CAPNA がかかわった３分科会を中心に紹介します。

（専務理事・兼田智彦） 

 

民間団体の取り組みと課題 

 

 「民間団体フォーラム 地域・家庭への支援－ハイリスク家庭への支援・地域での実践」の分科会では、

社会福祉法人子どもの虐待防止センター（東京）が「20年の活動から今後の取り組みにむけて」と題して報

告。1991年の設立以来、家庭内で起こる子どもの虐待を防止するために、育児の不安や虐待に悩む子育て中

の方からの相談に応じる電話相談や、母親のためのグループ「MCG（Mother and Child Group：母と子の関

係を考える会）」を行っていることなど、先駆的な活動を紹介しました。 

2000年に結成された子どもの虐待防止ネットワーク鳥取（CAPTA）は、県内４カ所の児童家庭支援セン

ターや子ども園に事務局を設置し、行政と連携して、虐待防止に取り組んでいます。2004年の児童福祉法改

正を受け、鳥取市に要保護児童対策地域協議会（以下、協議会）が設置され、CAPTA は協議会の構成機関・

団体の一つとなり、養育支援訪問事業を受託しています。訪問支援の大半は、第 2次予防から第 3次予防に

当たり、年単位の継続支援となる事例、心理的ケアや医療的なサポートが求められる事例が多いことが特徴

だそうです。 

地元・高知県の佐川町子ども支援ネットワークからは「学校・福祉・行政が参加して連携してきたが、要

保護児童対策地域協議会ができてからは、守秘義務やプライバシーの保護などの理解も確立し、要理強力な

連携ができるようになった。その結果、ハイリス家庭の発見もしやすくなった。困難家庭は福祉、発達障害

や思いがけない妊娠などは保健師が対応している。さらに、地域の民生児童委員や主任児童委員が家庭を支

え見守るネットワークができるようになった」と報告がありました。 

このほか、一般演題で、京都ノートルダム女子大学教授 桐野由美子さんらが「民間団体による家庭訪問

実施実態調査を通して ～児童虐待防止のための家庭訪問支援の今後の課題」として、全国の市区町村と虐

待防止民間団体に行った家庭訪問実態調査の結果について紹介しました。 

全国で、より多くの民間団体が行政と連携し、家庭訪問事業をより活発に実施することを目指した研究と

実践です。 

 

電話・メール相談の実践と課題  

  

1990年に大阪の児童虐待防止協会が電話相談を始めて以来、民間団体・公的機関で子育て虐待防止のため

の電話相談が続けられており、最近ではメール相談も行われ始めています。これらの相談活動に携わる相談

員が現在行っている実践と課題について、話し合いました。 

社会福祉法人子どもの虐待防止センターの龍野陽子さんは、1991年 5月に電話相談を始めた当時は「自分

が子どもに虐待をしている」ことを、安心して相談出来る公的機関は少なく、匿名で自宅から無料で相談で

きるセンターに、母親からの虐待不安や養育困難の相談が殺到した、という歴史を振り返りました。 

そして現在、虐待防止法成立、その後の数回の改正、児童福祉法改正、親権に関する民法改正などによっ

て、20年前とは比較にならないほどの強い権限が児童相談所に与えられた。加えて市町村も第一義的相談機

関として虐待の予防・発見に力を入れる一方、ネットワークによる虐待対応を行えるシステムもほぼ全国で

確立されつつあります。「『自分は虐待をしています』は保護者にとってタブーではなくなった」と語りまし

た。 

 ＮＰＯ法人子ども虐待防止みやざきの会は、一昨年４月にメール相談事業をスタート。担当の甲斐英幸さ

んにおれば、月平均５・８の相談メールに５人で対応しているそうです。半年間の内訳では、子どもからの

相談が 35.7％、近隣住民からの虐待の通告相談が 32.1％、保護者からの相談は 17.9％。ネット上に流れてい

る情報が虐待にあたるのではないかとの相談も 14.3％ありました。 

 メール相談は、パソコンと向かい合って作業をする手軽さがある半面、他のスタッフと同じ場にいなくて

もいいので、孤立してしまいがち。宮崎では、月に１回、スタッフが集まっておしゃべりをする会を「太っ

てしまえ会」と称して催しているそうです。 

 

予期しない妊娠・出産への対応 

 

分科会「予期しない妊娠出産への対応策を考える －菊田昇・産科医の悲願を引き継いだ 40年」は、CAPNA

の矢満田篤二さんが企画。「こうのとりのゆりかご」の運営する熊本市の慈恵病院の蓮田太二院長、田尻由貴

子看護師長と、この問題に熱く取り組む愛知県のメンバーらが発表しました。 

慈恵病院が 2007年５月に「こうのとりのゆりかご」を始めて以来、やがて６年。24時間の無料電話相談

から始まる赤ちゃん救出例が紹介され、深い感銘を与えました。この事業が小さな生命を守るシンボルにな

っていることなどについて、報告がありました。 

また、「愛知方式」と呼ばれる赤ちゃん縁組・里親委託の 30年の取り組みについて、CAPNA理事の萬屋

育子さんが報告。赤ちゃんの幸せを最優先するために、生まれた時点で里親が決まっているという取り組み

が共感を呼びました。CAPNA幹事の岩城正光さんも「出自を知る権利と生命を救われる権利の法的考証」に

ついて話しました。 

岩城さんは、初日の交流会でも、大会の準備に多大な貢献をしたことを主催者から紹介され、約 300人の

参加者から大きな拍手を浴びていました。 

いのちの重さ見つめ、行動を 
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